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1羽島郡笠松町の近年の動向と課題

　JR岐阜駅前の名鉄新岐阜駅から南下すると，すぐに羽島郡岐南町，笠松

町へと到るが，県都岐阜市のごく近郊ではあるものの，人家，建物，田畑な

どが当然のことながら，市とは違った様相を呈してくる。笠松町は岐南町を
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通過して，愛知県との県境をなす木曾川沿いに位置する細長い地勢の人口約

22万人の町（町面積10．36kmユ，ノ、口密度2064人lkm2）であり，その中央部が笠

松，南西部が松枝，東部が下羽栗と，町形成の経緯を異にする（元は村）3地

区から成り立っている。よく知られている競馬場は中央部の笠松地区にあ

り，そのすぐ北側が岐南町と接している。

　歴史的にみると，古くから木曾川の水陸の交通要衝として開け，明治維新

の一・・時期には県庁が置かれたこともある岐阜県発祥の地であり，歴史，自

然，文化に恵まれた町である．主な産業として繊維工業が発展し，よく知ら

れた美濃稿に始まり，毛織物，化学合成繊維織物など各種織物のほか，既製

服製造業などを中心に商1二業も盛んであった町である。

　人口は1965（昭和40）年2万1336人，1980（昭和55）年2万2865人（この

時がピーク），2000（平成12）年2万2319人というように，昭和40年代以降は

横ばい状態である。

　『笠松町町勢要覧2001年』によれば，1999年度に繊維コ：業の事業所数92，

従業者数527人，衣服その他繊維製品製造業＝同171，580人，金属製品製

造業＝同19，330人，一般機械器具製造業＝同18，330人，電気機械器具製

造業＝同7，228人，食料品製造業＝同20，559人などを中心に346事業所，

2778人，408億円の製造晶出荷額を示している．商店数は，同年度375，1996

人，年間販売額575億円となっている。

　岐阜市の最近郊部に位置することから，就業面での流入・流出者数も次第

に多くなり，ベッドタウンの性格も強くなりつつある。すなわち就業流入者

数は，1985（昭和60）年は3250人，1990（平成2）年は3596人，1995（・1城7）

年は5208人であり，逆に就業流出者数は，それぞれ5036人，5747人，6192

人となっている。ただし，大きくは都市圏に属すること，また町面積が狭い

こともあって地価は高く，住宅やマンション建設あるいは企業誘致が次々に

進められて人日も着実に増加するといった要素は少ない。

　この田∫は，前述のように笠松競馬で知られているが，実はそれを背景にし
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　　　　　　　　　　　　　　　　県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）

て（他町にないような競馬場収益にもとついて）町の行財政に「実験的」ともいえ

る取り組みをしてきたことは，それほど知られていないように思う。

　それは，一つに，1970年代半ばごろからの民生福祉行政への注力の実験

であり，いま一つは，1980年代半ばごろからの公共土木事業，公共施設へ

の取り組みである。公共事業は，他市町村でも下水道や道路整備などに注力

してきたことでもあるから（国の不況対策ともあいまって），あえていえば前者

の福祉行政の方が注目される行政であったというのがより正しかろう。もっ

とも，注目される，目立つ（全国各地からいくつもの視察団が訪れた年もあった）

といっても，22万人規模の町であるから，自ずと限界のあることは確かで

あるが，しかし，15歳未満の者への医療費と町民健康診査の無料化といっ

た「日本一住みよいまちづくり」を目指す試みは，首長，町当局の先駆的な

努力とともに，競馬場収益の支えなしには不可能であったという意味で，一一

つの実験には違いなかった。注目されるべきは，たとえ単なる一つの町，ミ

クロレベノレの実験であれ，それが町民の長年にわたる高い支持を得ていたこ

とが示すように，あるべき日本の福祉国家建設の一つの姿を示唆している点

にあるように思われることである。

　ところで，以上のような同町は，現在大きな2つの問題に遭遇している。

一つは，上述の民生福祉行財政を中心とした町財政が，平成不況下の1994

（平成6）年以後に競馬場収益が無くなったことと，町税の落ち込みから大き

な財政難，財政危機に陥ってきたことである。いま一つは，そうした財政危

機と国，県からの財政移転の減少も加わって，全国の地方団体が行革，減量

経営を余儀なくされている以上に厳しい行財政改革を余儀なくされているこ

と，さらに地勢的特質も加わって市町村合併問題に遭遇せざるをえなくなっ

ていることである。

　同町の経験は，町独自の特殊性と県下，全国との共通性という両面をもつ

ものであるが，以下において，この両面を念頭に置きつつ町の動向をたどる

ことにより，都市部近郊の，ある意味で全国平均的な町の内包する問題点を
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検討することにしたいu。

II笠松町財政の推移と特徴

　この30年来の笠松町財政を全国，近隣町との比較を念頭に置いて概略

すると，③1970年代に入ってから今日まで民生費の比重が大変高いこと，

21980年代後半から・ll木費が公共下水道建設にともなって高くなってきて

いること，③町債依存の割合が大変に低いこと，の3点に集約される。「福

祉の町」といってよいほどに民生行政に力を入れてきたにもかかわらず，町

債の割合が大変に低くてすんだのは，後でみるように競馬場の収益を民生

費，土木費などに充当することができたからである。

　しかし，1994（平成6）年からは競馬場からの収益が無くなったことに加え

て，長引く平成不況のため全国的に税収が低下する中で，国からの財政移転

も困難を増すばかりの時代となり，行政の見直しや他市町との合併による経

費の節約も検討せざるをえない状況になっているのが現状であろう。

　以下歳出，歳入両面から，福祉財政と公共事業を中心にしつつ町財政の推

移と特徴をみてみよう。

1民生福祉行政

　笠松町の財政支出の全国・近隣町との比較でもっとも目立つ点は，民生福

祉費が1970年代から大変に大きな比重を占めるようになったことである。

すなわち町は，1970年代に入ってから，1973（昭和48）年の国の福祉国家元

年宣言などともあいまって，民生福祉行政に大きな力を注ぐようになった。

r笠松町第三次総合計画』（平成3年3月）でも謳われているように，町施策の

大綱として，まず「生きがいと安らぎのあるまちづくり」（第1節）を掲げ，
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①地域福祉，②児童福祉，③母子・父子福祉，④障害者（児）福祉，⑤高

齢者福祉，⑥国民健康保険，⑦保険・医療，の7つに努力することとし

（第5章「施策の大綱」），以後今日まで民生費の増大によって，これの具体化に

努めてきたのである。1994（平成4）年度の町長施政方針で謳われた「総合

的福祉施策の充実」はその頂点であったといえよう。

　民生費の推移（表1－a，1－b参照）をたどると，1969（昭和44）年度には，民

生費は同年度の町予算6．9億円のうち5076万円（7．3°／。）であったにすぎない

のに，1971年度にはこれが195％へと急上昇し，オイルショックの73年に

は13．2％に下がったものの，75年には28．1％の高さに上昇している。

　以後1977－97年の20年間において12～20％のかなり高い，安定した割

合を占めており，99年度，2002年度予算でも20％を超える高さとなってい

る。ちなみに1989（平成元）年度におけるV－4類（人口1万8000～2万3000人，

第二次∵三次産業就業90％以ヒ，全国46団体，選定は39団体）の目的別民生費の全

国平均構成比は11．2％で笠松町は14．2％，また2000年度では，V－4類の全

国平均の目的別民生費構成比は16．4％に対し町は23％の高さである（1入当

たりでは全国平均6万1270円，町は6万3417円）。

　性質別分類における2000年度でも，全国平均扶助費の構成割合が4．5％で

あるのに対し，町が6，1％の高さであることからも，民生費の高さが裏付け

られている。

　このように，1970年代に入って，町が福祉行政に注力しえたのは，全国

的な福祉行政重視の反映でもあるが，借り入れ金なしに注力できたのは，町

に1970（昭和45）年から競馬場収益の確保が見込めるようになったことが大

きい。

　以下，平成期の取り組みとして，⑦町民健康診査，②子供医療費無料

化，③老人介護，についてみることにする。
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岐阜県『市町†寸財政の状況』（当該年度版），笠松町財政資料より．
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県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）
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県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）
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表2　笠松町町民健康診査費
（単位：千円）

1999（平11）年　2000（平12）年　2001（平13）年　2002（平14）年

79，415

（18、Ol9）

91，239

（22、374）

101，084

（23，096）

109，222

（24、196）

町財政資料より。

　①　町民健康診査

　希望する町民にはすべて無料で年1回健康診査を行っている（受診率，平成

11年度45．3％）。健診だけで毎年約1億円かけている（町8000万円，国・県補助

2000万円，衛生費として計ヒ）。近年の健康診査（健康診査委託料）予算は表2の

ようである（カッコ内は国1／3，県1／3の補助の計）。

　②　医療費助成（乳幼児・児童・生徒への子育て支援）

　少子高齢化社会への移行の中で町への若者の定住，転入を期待する立場か

ら安心して子育てができるように乳幼児，児童，生徒（中学生まで）の個人負

担医療費（保険適用内）および入院時における食事療養費の全額を助成するこ

とが内容である。1993（平成5）年12月に羽島郡医師会の乳幼児窓口無料化

要望（郡内統・）を受けて，94年4月から0歳一2歳未満児の医療費窓口無料

化が実現された。

　同年10月から，2歳未満が小学校就学前年齢にまで拡大され，96年4月

からは，小学校卒業（12歳）までに拡大（入院時食事療養費を含む），さらに98年

4月から医療費助成が中学卒業（15歳）までに拡大されることになった．

　この12歳未満，15歳未満の医療費無料化は羽島郡4町足並みそろえて行

うつもりであったが，笠松町と柳津町だけとなったものであり，15歳未満

無料化には今日約1億円を費やしている。1991（平成3）年度以降の経緯に

ついては表3のようである。

　子供医療費無料化に関連して，子育て支援の一つとして，町は保育所行政

の充実にも留意してきた。すなわち93年4月から保育所等通園バス運行を

　48　　　　　　　　　　　　　　－10一



　　　　　　県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）

表3　笠松町子育て医療助成費推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位；千円）

1991（平3）年　1992（平4）年

3，200 3，289

1993（平5）年　1994（平6）年

乳幼児医療費
（0－2歳児，県制度）

3，311 15、150

1995（平7）年　1996（平8）年　1997（平9）年11998（平10）年

32，216 67，618 75，507 94、653

．1999（平ll）年　2000（平12）年　2001（平13）年‘2002（平14）年

乳幼児医療費
（0－2歳児，県制度）

　うち県補助1巳

町制度（3－15歳）

32、259

（6ア．863）

67β63

31、863

（16、568）

67，274

39，732

（20、102）

74、968

39，94三

（19，971）

74、660

卜n 100、122 99，137 114，700 114、602

　町財政資料より。

開始し，96年には第一保育所を再開するとともに，0歳児からの乳児保育が

実施されることになった。時間も午前7時から午後7時までとされた。99年

からは松枝，下羽栗の保育所でも早朝保育が実施され，また99－Ol年には

羽島市，木曾川町，一宮市と広域入所協定を結んでいる。なお笠松町の保育

所は2000年度で公立3保育所で211人，私立1保育園で104人の園児数と

なっている。

　③　介護保険（介護保険特別会計からの繰り出し）

　2000（平成12）年度から始まった介護保険への町の繰り入れは，同年度2億

3035万6000円，01年度1億7635万8000円，02年度1億3964万5000円で

ある。

2　公共土木建設事業

　1960年代，70年代における町の財政支出は，全国地方財政平均動向と同

じく教育費，土木費が二大支柱をなしていたが，土木費が全支出の20％台

を占める高さになり始めたのは1980年代半ばごろからであった．
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　すなわち表1－a，1－bのように，1983（昭手L158）年5．4億円，18．7％，85年5．7

億円，18．7％，87年7．6億円，21．6％，89年10．8億円，25．6％，91年203億

円，36．0％というように増大している。この増大を決定的にしたのは，1988

（昭和63）年の都市計画決定により下水道事業が開始されたことである（当初

計画で63．8億円予定）。以後今日に至るまで毎年4～5億円が投下されているこ

とが大きい。建設にともなう受益者負担金は今日まで課していない。その他

平成に入ってからいわゆるハコ物の建設が進められたことも経費を大きく押

し上げることになった。

　土木費の目的別経費構成を全国比較でみると，1989（平成元）年度のV－4類

全国平均が19．1％なのに対し町は36．0％の高さである。2000年度は全国平

均が16．3％なのに対し町は23．0％と高くなっている。しかし絶対額では，

2000年度全国平均が19．3％であるのに対し町は10，1％と少なくなってい

る。

　また性質別経費でみると，1989年度の全国平均の投資的経費（普通建設事業

費・補助事業・単独事業・災害復11憤の合計）は，全国平均が33％で町が25．3％で

あったから，町は全国平均を下回っていた。2000年度でも全国平均26．6％

に対し町は16．6％であるから，10％ほど下回っている。おそらく，町面積

がきわめて狭いため支出の絶対額が小さくてすむことが理由であろう。この

ことから，町はもっと下水道整備に予算を投じてもおかしくない立場にあ

る。

　下水道普及率（人口比）は2000（平成1〕）年度で町は542％であり，岐南町

は62．8％，柳津町542％，川島町38．6％，V－5類の全国平均は305％であ

る。予算の制約から，事業の進みやすいはずの笠松町でも100％普及の見通

しは不明である。

　近年における下水道以外の主な公共施設の実施と町の今後における主要で

大きな予算を要する公共事業，公共施設については表4のようである。

　以上にみた福祉行政としての15歳までの医療費・町民健康診査費の無料
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県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）

表4　笠松町主要公共事業経費と財源内訳
（．単位：千円）

（1）事業が終了したもの

財　　源　　内　　訳
　　　　　　　　　1　　　　　　　　　‘事　　　業　　　名　　　　｛事業年度

　　　　　　　　　i
総事業費 国・県

支出金
町　債

・・他馬鑑　　1

防災行政無線放送施設整備；平5－10 1　300・063 225、0441　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　75，019
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
3
　
　
　
　
　
　
1

　
　
　
　
　
　
1
　
0
　
　
　
1

9
　
　
9
9
　
　
一
　
1
　
　
　

一

　
1
　
1
　
S
t
　
l
　
O
O

　

ノ
　
リ
ノ
　
く
　
　
コ
コ
　
　
ノ
　
　
　
　
　
ユ
　
ユ

平

平

平

平
平
平
平
平
平

修
設
置
路
設
設
設
設
設

建

街

竜
建

改
館
設
線
タ
s
？
建
竺

所

流

順
筥
館
タ

竪
灯
漏
会
館
t

　
　
　
木

テ

ニ

　

　

　

　

　

　

　

　

　

事
露
署
二
合
会
健

ポ
島
主
　
祉

南
ス
街
羽
コ
南
総
緑
福

735，213！　　　　　　　　　　　　　　　：

272・692　f　　1・・・…1

223，120　　　　　　　　　　　　　　　　1

512、139　　250，000　　　　　　　　　，

195、000　　　10，000　　130，700

100・017ト　　｜81・000
844，183！　　　3，200　　488，000　

1051446110，000176，0。0‘

498，6651　137，135　　249，000．

　　　1　735，213

　　　1　172・692

　　　　223，120

　　　　262，139

　　　　54，300

　　　　19，017
122，000　　230，983

　　　　19，446

　　　　112，530

（2）　新　規　事　業

14年度115年度16年度 財　源　内　訳

事業名
事　業
年　度

平成

13年度 F
l
i

　　　i　　　l1随

1
櫟
費
　
　
　
1

要出雛　　　E 債’ ・・他｛⇒　　　　E

北及長池i　　i　：　　　‘ 　　　．｜

4号線　　平12－1：・200、000130、000117、000

道緻良；　　：　　　i
44撒，oooi223，500｜ ‘223，riOO

磁i・13－1：｜・・輌・・一・．132…中…；
708，0001350，000 ‘358、000

笠松中学

校校舎

耐震補強1

L
x

4
　　　　　　　　　　　　　

12、087．108，752！　112，074

　　　　　　！　　‘
　　　　　　　ロ　　44，854‘　　277，761　　129、738．

　　　i　　　　　　　　　　　　I

148，029

町財政資料より，

化，公共土木施設としての下水道整備，道路拡幅改良，総合会館・福祉健康

センターなどの建設に加えて，公共施設巡回町民バスの無料運行，防犯街路

灯の設置などが，町が1994年に「総合的福祉施策の充実」（町長施政方針）を

謳ったことの中身であり，同年はそのピークをなすものだったといえよう。

　ところが皮肉なことに「総合的福祉施策の充実」を謳った同年こそ，その

財源であった競馬場収益がゼロになる年だったのである。
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3町債の動向

　町財政の特徴の一つは町債の比率が際立って低いことである。すなわち表

1－bのように，1989年度に町歳出中の1．4億円，3．4％，93年度に1．7億円，

2．9％，95年度に1．6億円，2．2％，97年度1．6億円，2．6％，99年度2億円，

3．0％である。ただ2000年度には22億円で3．7％，2002年度（予算）2．6億

円，4．4％と少しずつ上昇していることは注意を要しよう。この町債割合が

いかに低いかは，2000年度において，表5のように，V－4類の全国平均の

構成比が目的別町債構成比で92％であるのに対し町は3％，性質別構成比

で11．3％であるのに対し町は4％であることをみれば明らかである。

　2000年度における単年度の町債費絶対額をみても，V－4類の全国平均が

8．8億円であるのに対し町は2．2億円と1／4であり，きわめて小さい。同年

度における累積額も全国平均75．2億円に対し町は285億円にすぎない。近

隣3町に比べても大変少ない。

　実質収支（単年度収支＋財政調整基金積み立て金＋地方債繰りltげ償還額一財政調

整基金取り崩し額）においても，V－4類の全国平均22億円に対し町は5億円

で類似他町よりも目立って大きいし，近隣町に比しても岐南町を除いて高

い。実質収支比率は町が10．9％で，全国平均は4．6％である。

表5　笠松町と類似他町の財政指標比較
　　　　　　　　　　　　　（単位　゜’o）

2000〔平成12）年度｛笠松町：V－4類全国平均

目的別町債構成比

性質別町債構成比
町　税　構　成　比

地方交付税構成比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　

　
1

国・県支出金．
繰　　　入　　　金

3

4

40

24

6

10

9．2

11．3

29．9

27．8

6．3

5．0

『類似団体別市町村財政指数表』（地方財務協

会，平成14年3月）より。
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　　　　　　　　　　　　　　　　県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）

　その他の2000年度地方債状況では，起債制限比率で町は2．3％（全国V－4

類平均9．O°／・），公債費負担比率で町は4．2％（同14．1％）でずっと良好である。

ただし，経常収支比率で町は79．4％（同81．8％），財政力指数で町は0．623（同

0．540）と次第に全国平均並に近づきつつあることも留意されるべきだろう。

4基金の推移

　先にみたような公債割合の小ささは，財源面としては1970（昭和45）年以

来，競馬場収益を基金として積み立てることができたからである。1970年に

3億円（町歳入の26．9％），75年には5．7億円（25．7％），80年には3．6億円（IL8％）

というように，1970年から81年にかけて，町歳入全体の10～30％に達する

規模で町の収入を潤してきた2）。そしてこれにもとついて，借り入れ金に頼

ることなく，子供医療費無料化，下水道建設，公共施設，町営バスなどへ繰

り入れることができたのである。

　しかし，この収益の積み立てのほとんどから成る基金額がもっとも多い

1993（平成5）年当時50億円余にも達していた基金は，以後次第に減少し，

2000年にはIZI億円へと減少している俵6参照）。基金の財源である競馬場

表6　笠松町基金残高推移
　　　　　　　　　　（単位；億円）

年　　度 基金残高
対前年額
〔△はマイナス）

1991（平成3）

1992　（　〃　　4）

1993　（　〃　　5）

1994　（　〃　　6）

1995　（　〃　　7）

1996　（　〃　　8）

1997　（　〃　　9）

1998　（　〃　10）

1999　（　〃　11）

2000　（　〃　　12）

45．78

49．92

JiO．29

38．68

38．62

34．01

28．96

23．47

23．28

17．13

　4．14

　0．37

△11．61

△0．02

△4．61

△5．05

△5．49

△0．19

△6，15

町財政資料より。
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表7　笠松町の歳入額ならびに笠松競馬の収益額
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円．Oo）

年　　度 町歳入総額　　競馬収益額　　競馬収益比率

1970　（日B和」5）

　　（〃　46）

　　（〃　47）

　　（〃　48）

　　（〃　49）

　　（〃　50）

　　（〃　51）

　　（〃　5ユ）

　　（〃　53）

　　（〃　54）

1980（〃　55）

　　（〃　56）

　　（〃　5ア）

　　（〃　58）

　　（〃　59）

　　（〃60）：
　　（〃　61）

　　（〃　62）

　　（〃　63）

1989（平成1）

　　（〃　2）

　　（〃　3）

　　（〃　4）

　　（〃　5）
1994　（　〃　　　6　）

1，ll：■，｛〕13

1，323、2：9

1，258，533

1，814，984

2、084、185

ユ，211，860

2，318、733

2，378、314

3，388、310

3，こ13、458

3，09ユ，502

3，292，175

r），198，543

3，059，224

3232，506

3，336，004

3，5ア5，172

3，743、370

4，308、820

4，654，148

r”、OIO，494

6，199、484

5、999，052

6，538，9〔〕4

7，306，052

300，120

306，200

318，28ア

568，006

601、515

568、000

395，000

295，158

310、085

310、085

364、000

333，000

16ア，065

52，895

72，895

29，410

19，410

13，413

23，413

23，413

33，413

46，826

23，413

10、000

　　　0

ユ6．9

23．1

25．3

31．3

28．9

25．7

1ア．0

12．4

9．2

9．6

11．8

10．1

52
Lア

2．3

0．9

0．5

0．4

0．5

0．5

0．7

0．8

0．4

0．2

　0

1）　競馬収益額は，地方競馬組合収益と管理組合配分金の合計額，

　岐阜経済大学調査報告『笠松町の新たな発展をめざして』（1994

年）の3－1「まちづくりと笠松競馬」（梅田守彦氏執筆）よりc

収益の町歳入に対する比率も，表7のように1985（昭和60）年ごろからは1％

以下に落ち込むようになったばかりか（1994年度からは今口に至るまでゼ・），今

口では逆に町財政の負担になっている。

5　歳入額と歳出額の推移

　町税は，1970年代，80年代は順調に伸びてきた（1973年4．6億円から1989年

21．9億円へと4．8倍）が，1990年代から今日までは停滞基調になっている（1991
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　　　　　　　　　　　　　　　　県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）

年24．3億円から2000年25．6億円へとわずか1．1倍）。不況続きのためで，これはも

ちろん全国動向と同じ歩調である。

　歳出は1991（平成3）年が56．5億円，95年が72．5億円，99年が69．3億円，

2000年は59．9億円というように税収入を大幅に一ヒ回って伸びているから，

その不足分を，一つに国からの地方交付税で賄ってきた（1991年9．6億円，全

予算の15．5％から2000年の15．6億円，24％へ）ことと，いま一つに，先の町独自

の基金からの繰り入れでしのいできたというのが実態であった。目立った歳

出削減なしに町債が大変少なくてすんだのはそのためである。歳入の諸指標

を同類の全国平均でみて笠松町が恵まれていたのは，基金においても，税収

においても有利な状況に置かれていたからである。先の表1－a，1－bでわか

るように，1973年度以来2000年度まで，町財政歳入と歳出は形式上は常に

黒字が生じるようになっている。

　しかし，競馬場収益の積み立てにもとつく基金からの取り崩し（繰入金）

が目立って大きくなり始めた1991（平成3）年ごろから以後をみれば窺われ

るように，形式上の黒字はこの基金からの大きな取り崩しによるものであっ

た。もしこの繰入金が無ければ町財政はこの頃から，明らかな実質的赤字に

見舞われていたのである。これについては次章でみよう。

　以上を次のようにまとめることができる。

　第一に，町は1970年代から今日まで民生福祉行政に目立つ努力をしてき

たが，それは競馬場収益が町収入の10～30％をも占めてきたことによる面

が大きかった。したがって，1980年代後半からの競馬場収益の激減（ほとん

ど期待できなくなるかゼロとなる）に見舞われ，基金も次第に底をつきつつある

今日の状況のもとでは，手厚い福祉行政の見直し，下水道建設にともなう受

益者負担なしの見直しもやむをえなくなっている。

　ただ福祉行政は，全国的にも注目されたことのあるほど町の顔になってい

ることからして，その見直しは極力避けるべきだとの判断も大切であろう。
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その場合は，他分野の予算削減が求められることになろう。

　第二に，公共土木関係では，町はこれまでに多くのハコ物を手掛けてきた

し，下水道建設にともなう受益者負担を求めなかったのも，先と同じく競馬

場収益による面が大きかった。その基金が底をつきつつある現状では，建設

コストの一層の削減を求めつつ，かつできるだけ早い完備を目指して努力す

る立場にある。

　第三に，借り入れ金比率などの指標はこれまでのところ類似他町と比較し

て大変良好であったが，これも競馬場収益の繰り入れによるところが大き

かったからである。しかし基金減少とともに借り入れ金依存度が今後かなり

急速に高まっていく可能性がある。現に人件費などの税，交付税に対する割

合（経常収支比率）は危機ラインに近づきつつある。

　第四に，町財政の考えられる困難化の最大要因は，競馬場収益の動向を別

とすれば，地方交付税，国庫支出金など依存財源の縮減が大きくなることの

影響である。これは，全国地方団体すべてに共通の財政危機要因である。日

本の財政構造の仕組みでは，地方財政困難化は町独自の財政の動向ではな

く，国，県全体の動向によるところがずっと大きい。

　しかしそれだけに，笠松町としての一層の効果的・効率的財政運営，地方

分権が求められるようになることはいうまでもない。その実現のためにも他

町，他市との合併は不可避の課題になっていると思われる。

III行財政改革の経緯と課題

1　町財政実質赤字の継続と実態

周知のように，．渡のオイルショック後の1980年代日本は，国，地方と

もども行財政改革を内政の重大課題とせざるをえなくなっていた。1990年代
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　　　　　　　　　　　　　　　　県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）

初頭のバブル経済の破綻による長引く不況，財政赤字累積の深刻さは国，地

方あげての行革をいよいよ待ったなしにしているといえよう。行革の日本的

独自性は当然にありうるが，根本的理念に置かれているのは，やはり1980年

代，90年代に米英で展開された小さな政府，簡素で効率的な政府である。

　だが，西・北欧のように手厚い社会保障制度（福祉国家）を築き上げてき

たのではない，また公共事業分野でも下水道や住宅，都市整備などに未達成

と大きな課題を抱いている我が国において，小さな政府（財政）の実現はど

のような意味，「痛み1をもつであろうか。まだきわめて不十分な福祉行政，

都市インフラ建設に大きな遅れと痛手を与えることにはならないであろう

か。もちろん地方といっても，大都市，中小都市，町村と置かれた立場，行

革の中身は一様でない。

　笠松町の場合，行財政改革（r減量経営」）が不可避なのは，次のような過去

9年にわたる実質上の赤字財政の継続，すなわち「実質単年度収支の赤字」

定着という事実にもとつく。以下，実質単年度収支の赤字形成の経緯をまと

めておこう。

　前章の表Lbにみるように，「総合的福祉施策の充実」のために，一般会

計への繰入金は1991（平成3）年ごろから目立って増加していた。すなわち

1989（平成元）年にはL5億円だった繰入金は91年には7．1億円，93年には

6．5億円，95年には10億円，97年には7．2億円，99年には3．1億円，2000年

には5．7億円，2002年には6．8億円というように，町としては多くの繰入金

を毎年注ぎ込んできたのである。

　笠松町の歳入をみる場合は，この一般会計への繰入金が重要なので，これ

について触れておきたい。

　繰入金とは地方団体の各会計間，つまり一般会計，特別会計，基金などの

間における現金の移動を表すもので，基金繰入金，特別会計繰入金，財産区

繰入金（市町村のみ）に分けられている。基金繰入金には財政調整基金取り崩

し繰入金，学校建設取り崩し金などがあり，特別会計繰入金は病院会計，水
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道会計などからの繰入金のことである。財産区繰入金は，市町村が財産区を

有し，その処理を特別会計で処理している場合の，当該財産区特別会計から

一般会計への繰入金のことである。

　笠松町の場合，他町に比して重要なのは，基金繰入金であって，そのほと

んどの財源が競馬場収益の積み立てから成っていたということである。町は

1970（昭和45）年以来，競馬場収益を積み立て，これを社会資本整備・福祉

振興・ふるさと振興などの特定財産目的基金と減債基金，財政調整基金に当

てる（笠松町の基金もこの3基金から成る）ことができたのであった。

　最近年の1996（平成8）年から2000年までの町の一般会計における繰入金

の額は，表8のようである。これによると1996年は約11，4億円，97年が72

億円，98年が12．6億円，99年が3．1億円，2000年が6．6億円であり，そのう

ち基金からの繰入額（繰入金の欄のカッコ内の数値）はそれぞれおよそ4．6億円，

5．1億円，55億円，2．8億円，5．9億円というように年度によって同じでない

が繰入金の大部分の比重を占めていることがわかる。要するに，競馬場収益

でそのほとんどすべてを積み立ててきた基金からの毎年の繰り入れを続け

ることによって，「総合的福祉施策の充実」を実現しえてきたということで

あったが，逆にいえば，もしこの基金からの繰り入れがなければ，公共施設

の充実と余裕資金を福祉に回すこと，あるいは借金財政を避けることはでき

なかった，ということである。

　そこで，仮にこの基金からの繰り入れがないまま歳出を続けていたとした

ら，どの程度の借金が年々生じていたか，実質的な財政危機と破綻の度合を

示すのが同表8にみる単年度実質収支である3）。

　この実質単年度収支は，「当該年度実質収支一前年度実質収支＋基金積

立額＋地方債繰上償還額一基金取り崩し額」で算出されるが，笠松町の場

合，繰り返すように競馬場収益から成る基金積立額（あるいはその取り崩し額）

がカギを握っていた。同表8には，最近の過去5年間における実質単年度収

支が示されている。
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県都近郊町の行財政改革の背景と課題（柿本）

　　　　　　　　表8　笠松町の財政状況（平成14年4月1日現在）

一般会計歳入歳出決算状況（歳出は性質別区分） （単位『千円）

1

決算状況　（過去5年）　の推移
区　　　　分

平成8年度　　平成9年度
平成10年度1平成11年度　平成12年度　　　　　1

1
　
　
歳
　
　
　
　
　
　
入

町　　　　税

地方交付税
繰　越　金
繰　入　金
（基金繰人金）

町　　　　債

国庫支出金

県支出金
そ　の　他

672，355

1．137295

（461，000）

238，ア00

457，235

214，230

574，871

2，480，517　　i　　　　2，638，230

1，265，589｜1，353，653

　　　　　　410，677
　　　　　　719、873
　　　　　　（505，000）

　　　　　　421，900
　　　　　　353，579
　　　　　　230，453

　　　　　　514，946

2，628，587

1，446，144

499，7ア9

1256，191

（549，000）

697，000
；1：：1：引637．6011　　　　｜

2，632，798

1，553，455

62ア，693

308279
（280，000）

381，000

627，403

306，626

705，640

2．555265

1，565，950

312，850

659，664

（593，000）

191，000

158，525

25L622

802，633

合　　計 7，040，792 6，643，31∋　7、648糾5　7，142β94i　6Ag7，509

歳

　　人　件　費
　　物　件　費　　　　　　1

　　維持補修費1
　　扶　助　釧
　　補助費等　‘

　　普通建設事業　　　　　　　！

搭
㌘
　
　
ミ
出
1
繰
　
出
　
金
1
　
　
　
　
　
　
他
1
　
：
そ
　
　
　
　
の

1．291ρ41

832，501

　69，692

325，ア05

912，560

1，730，104

158，658

643，486

658，532

　6，936

L385，111

988，606

　87，210

447，945

1．045232

1，636，010

203，357

261，013

769，128

　6，432

1，373，766

988，031

101，085

361，573

963，473

990，816

219，246

　　9，222

961，305

　　6，186

合　　計 6，630，115 6、143，532 7，020，9：，2 6，830，044 5，974，703

実　質　収　支1　　410・677
実質単年度収支　△1，201，058

　499，799

△426、613

　627、693

△42ア，116

　312，850

△460，020

　522，806

△283，594

1）実質収支＝歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度に繰り越すべき財源（継続費逓次繰

　越，事業繰越など）を控除した決算額。

2）　実質単年度収支＝当該年度実質収支一前年度実質収支＋基金積立額＋地方債繰上償還
　ge　一基金取り崩し額。

3）繰入金の項目にあるO内の数値は基金からの繰人額である、
町財政資料より。

　これによると，各年の形式収支は，先述のようにすべて黒字になっている

が，実質単年度収支では，1996年が約12億円，97年が4．3億円，98年が4．3

億円，99年が4．6億円，2000年が2．8億円の赤字であり，この5年間の年平

均実質収支は約5．6億円の赤字となっている。ちなみに2001年は同表8に

はないが，4．8億円の実質赤字となっている（2001年度決算見込み）。

　そして，この実質単年度赤字は，要するに主に競馬場収益から成る基金を
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取り崩してきた分を差し引いた額となっておよそ表わされているということ

である。町は総合的福祉施設の充実を実現するため，他町では無かった，

こうした臨時的収入に立脚していたわけである。基金積立額は，前章の表6

のように，多い時は1993年の50億円余であったものが，2002年3月時点で

18．3億円にまで減少し，2002年度予算への基金からの繰入額4．5億円を除く

と13．8億円のみとなっている。

　2003年度予算において，62億円の取り崩しは可能であるが，そうすると

残高は7．6億円の一ケタ台，そしてこの残り7．6億円はその大部分が社会福

祉基金，土地開発基金および篤志家からの寄付による育英基金などの果実運

用型基金（基金を運用して益金を事業費に当てるもの）のため，一般会計には繰り

入れることのできないもの，つまり取り崩し不可能なものである。

　こうして2004年度以後はもはや取り崩し不可能で，形式単年度収支も赤

字に陥ってしまうことが判明している。すなわち，これまでのように基金取

り崩しという臨時的財源に立脚した財政歳出は，2002年度でほぼ不可能と

なっており，2002年度予算は財政破綻突入の直前であることがわかる。

　また，町の財政危機を証明するかのように，笠松町の経常収支比率，すな

わち人件費，公債費，扶助費など削減しにくい経常経費充当一般財源が地方

税，普通地方交付税など経常的に入る経常一般財源に対して占める割合は，

1993（平成5）年には55．7％だったのに，以後次第に上昇し，1996年には警戒

ラインの75％を超え，2000年には危機ライン80％と変わりない79．4％に達

しているのである。

　以上から，「財政健全化」を目指すなら2003年度予算決定においては，2001

年度の決算見込みとされる4．8億円の実質赤字を無いものとすること，つま

り約4億円分の予算を削減することが必要になろう。町の財政運営において

は，さしあたり（2003年度予算では）この約4億円分の行財政改革（減量経営）

が不可避となっているのである。

　こうした財政危機，「破綻」への突入は以前から予測されたことでもあり4），
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町当局として手をこまねいていたわけではない。すなわち，これに対しての

行財政改革への取り組みは，次のような経緯をたどっていた。

　すなわち第一回目は，1985（昭和60）年から87年までの3年間の行革で，

職員定数の3％減，各種町内団体への補助金の一律5％カット，事務の電算

化，民間委託の推進などが実行されていた。しかし「抜本的機構改革」には

至らないままであった。第二回目は，1996（平成8）年から2001年までの5年

間で，新行政改革大綱の4目標（①将来的な展望に立った総合的な行政システムの

構築，②厳しい財政状況の中での効率的な行政運営の推進，③社会経済情勢の変動や住

民ニーズの多様化に対応した柔軟な行政展開，④住民と一体となった行政の推進）を掲

げ，「財政健全化への取り組み」を実行したことである。

　しかし費用対効果，コスト削減が完遂されず，改革は不十分なままであっ

た。おそらく財源（基金）の「余裕」がまだなんとなく感じられていたため

であったと思われる。

　以上は国，県との同一歩調での改革であった。第三回目が今回で，2001年

度において先の新行政改革大綱の見直しを図り，いわば2002年度を出発点

と位置付け，今後，簡素で効率的な行政運営を目指そうというものである。

「分析指標にもとつく行革断行」，「すべての職員の決意」のもとでの新たな

行財政システムの確立である。今回の第三回目は待ったなしで，崖っ縁に

立った思い切った改革断行によって財政危機，財政破綻を食い止める，最小

限の危機に食い止めたい，というものである。

2　財政健全化の指標と方途

　減量経営（「財政健全化」）の基本的考えとして，財政歳出規模につき，以下

のことが考えられよう。

　すなわち先述のように，2001年度の実質単年度収支約4億円の赤字，ある

いは1994－2002年度の9年間における実質年平均赤字約4億円（9年間で基金
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からおよそ36億円を取り崩しているので）を減少させた予算規模にもっていくこと

である。そのうえで，実質上の黒字財政を実現して基金への繰り入れも可能に

なるようにするには，一挙には無理としても，長期的にみて，2002年度の

約60億円予算に比して，およそ10億円程度の縮小予算（約50億円）とする

ことであろう。これはいわゆる「標準財政規模」に該当する額である。

　標準財政規模とは地方税額から各種地方譲与税を差し引いた額（より正確

にはそれに100／75を乗じた額）に地方交付税を加えた額のことであり，各地方

団体の固有の一般財源の大きさのことである。この標準財政規模には，国，

県からの特定目的財源である補助金は含まれていないので，この歳出規模

は，現実にはきわめて厳しい目標設定，いわば理想的規模をなすものといえ

るが，要はこれくらいの見込みでないと「財政健全化」は難しいということ

である。そして，この標準財政規模にもっていくためには，2001年度，2002

年度の予算規模を基準にして，10年くらいの期間をかけて5～15％低下させ

る（2003年度は2001年度の実質赤字約4億円を減少させるものとする）ことでないと

達成できない。

　なお一一般会計から特別会計（老人保険特別会計，国民健康保険特別会計，介護保

険特別会計，下水道事業特別会計）への繰り出しについては，義務的繰り出しは

行うが，奨励的繰り出しは今後は行わないことであろう。

　次に歳出入の具体的費目については，以下の点が検討対象となろう。もち

ろん基本は歳出入項目全体を厳しい洗い出しの対象にする，いわば「聖域な

き見直し」である。ポイント部分としては，以下のようである。

　　（1）　人件費

　　国家公務員の2002年度約2．03％削減を前提に町独自でさらに具体化す

　る。特別職の給与減額，議員定数の見直し，期末勤勉手当の例えば役職加

　算分の減額，事務の合理化，管理職手当の減額など。

　　（2）物件費

　　絶対額としてはけっこう大きい、旅費・視察研修の見直し，事業の外注
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化促進など。

　（3）扶助費

　民生福祉行政は町の誇りなので抜本的見直しがきわめて困難な経費であ

る。ただし，支出の根拠をていねいに検討する。在宅福祉サービスの充実

を目指し，敬老祝金・敬老の集いの見直し，町民健康診査の一部自己負担

化などを他町との比較も踏まえて検討する。

　（4）補助金

　町の各種補助団体への補助金項目は88存在する（2002年度予算）。目立っ

たムダ，浪費を検証することは容易でないが，支出の根拠を公正の観点か

ら十分検討し，監査を強める。以前に一一律5％カットの経験もあるので，

今回は一定額以上のものについては，一一律10％カットといった縮小が考

えられる。

　（5）普通建設事業

　公共施設は町としてかなり充実してきたので，今後は，質の高い事業を

優先度を厳しくして最小経費で実行しなければならない。新事業よりも既

存施設の維持・更新が大切となるし，事業評価の厳密化が求められる。交

付税に算入される事業を優先するとともに，入札，契約手続き，運用など

の改善を図る。公共下水道はまだ4割余残しているが，先延ばしもやむを

えないのではないか，みなと公園整備は国，県の補助事業なので先延ばし

はできないが，中身を充実することが求められる。

　（6）　町税，財産収入

　町税滞納の着実な改善，町財産の有効活用の今まで以上の努力が求めら

れる。

　（7）受益者負担の適正化

　町ではこれがかなり大きな問題で，下水道受益者負担，町民バスなどは

無料とされてきた。またゴミ処理も無料のため他町からこっそり捨てに来

たりする問題が生じている。多少の負担はやむをえないかもしれないが，
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その場合は町当局の経費削減との抱き合わせであることが必要となる。

　以上にみた歳出合理化にさいしては町債の利用も考えられようが，その累

積は問題を先送りすることになるので避けるとの前提である。これまでに依

存しえてきたような基金取り崩しは無いものとして今後の予算を組み立てる

べきだという当然の結論にもとついている。

　以上のように，今まで経験しなかったような厳しい歳出削減・合理化が要

求されるので，町当局も町民全体も自覚を強めて中長期的な行財政改革・財

政健全化に取り組むことが要求される。町民周知のもとで行政を進めるこ

と，情報公開を前提にし，町民に町行政への参画を絶えず図ることが何より

大切であろう。

　また歳出の大幅抑制のためには，全国で注目されつつあるあらゆる方策，

NPO，コミュニティ組織の活用，　PFI方式の活用，行政コスト計算書やバ

ランスシートの作成などを成果志向，市場効率化志向にもとづき取り入れる

ことが求められる。

　その方策，努力の様子を逐一町民に開示，伝達することである。町民の理

解・参加・協力なしにはできないことであろうから，今後これがもっとも大

切になろう。

IV　町行財政の中長期課題と合併問題

1憩いと産業文化のまち（都市）づくりを

　目指す重点的行財政の展開の必要性

　国，県からの財政配分額の縮小が予測される中にあって，前章でみたよう

な厳しい行財政改革，全分野での効率的・重点的行政運営が厳しく模索され
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ねばならなくなるとともに，それを通して中長期視点での地域産業・財政力

の強化を目標とすることも大切である。むしろこのための行財政改革，減量

経営ともいえよう。そのために，以下の諸点に重点的に取り組むことが大切

と思われる。

　　③　都市的計画行政展開の試みの強化「’）

　　②　町全体の美観化行政の展開

　　③　福祉・下水道等社会資本整備のこれまで以上の効率的推進

　　④　みなと公園完成，それによる観光行政の強化（遊覧船の運航など）

　　⑤　防災対策・狭域行政の強化

　笠松町はその歴史，特徴から「憩いと産業文化のまち」づくりを目指すこ

とが大切と思う。その目的のもとで，限られた財源で町財政の重点的・効率

的運営を実行することが中長期的にはいよいよ大切となろう。

2　合併問題と促進の必要性

　笠松町を含む羽島郡近隣4町（笠松町，岐南町，柳津町，川島町）は過去に合

併運動の経験をもち，また現在，（al）羽島郡4町，②羽島市と4町，3岐

阜市と4町，④岐阜市との政令指定都市化，⑤各務原市との4町または単

独，といういくつもの合併可能性をもつ「有利な」地理的条件をもっている。

　笠松町は岐阜市近郊という地理的位置や隣りの小規模3町と隣接する位置

から合併が望ましい立場にある。前述の行財政改革は当面の課題だが，その

うえで，長期的には合併を実現することが究極の行財政改革にもなるといえ

よう。

　全国で約1000の市町村が何らかの形でこれに取り組んでいるといわれる

今日，合併でもっとも大切なことは首長・議員・職員の削減，財政の節約

といった合理化的・経費節約的視点からだけでなく，自分の町・地域を将

来的にどのように築き上げ，発展させていくかの視点からとらえることで
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あろう。

　自らの地域の産業・文化力の強化，少子高齢化，地方分権化など，日本経

済社会の再生とグローバル化の中で，県都のごく近郊に位置する一つの町と

しての今後を考えれば6），今までよりも強い発展性をもった地域づくりのた

め，羽島郡4町，羽島市，岐阜市，岐阜市政令指定都市化といったいくつも

ある合併の可能性をもつことは，笠松町にとって大きな有利点である。

　無難，速効的なら4町合併，次いで羽島市との4町合併，大胆なら岐阜市

との合併を実現することにより，全国と世界を視野に入れた地域づくりに取

り組むことは長期視点からの広い意味での行財政改革であり，これを避ける

ことは，町民の大半が賛意を示している事実からしても正しくないと思われ

る。

　念のため，財政面だけに限ってみれば，4町合併によって性質別経費（人

件費）で12．7億円，目的別経費で10．5億円の毎年分節約が可能と算出されて

いる（合併による国からの臨時収入は除く）。岐阜市と羽島郡4町との合併では，

性質別経費で特別職分6億円，職員数住に市バス民営化中心の800人削減）で46

億円，目的別経費でみて60億円（議会費，総務費，教育費，衛生費など）の節約

が可能と見込まれている7）。

　これらの節約額もさることながら，合併によってこれまでよりも強い行政

力を発揮しうるようになることが，もっとも肝要な点とみなせよう。ただし，

合併による広域行政化の大切さとともに，今後においては，福祉にせよ防

災・治安にせよ住民各人にもとつく身近な地域（コミュニティ）の強化が大切

な時代になろうから，広域行政とともに狭域行政（町内会，消防団，各種住民組

織ボランティア団体，中小学校区など）の強化を目指すことが大切になろう8）。

　首長，議員，全職員の，合併を目指す取り組みと住民への働きかけが求め

られるのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2002年9月脱稿）
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　〔注〕

1）　笠松町については，1994年度に本学の任意メンバーによる調査報告書が出され

　ている。r笠松町の新たな発展をめざして一笠松町まちづくりビジョン基礎調査

　　　』（1994年）。今回の拙稿は，2002年度（4－9月）に同町の財政問題を検討す

　る機会を与えられたことにもとつくものである。同席された笠松町の各委員と町当

　局の方々の議論に立脚したものでもあることを，あらかじめお断わりするととも

　に，同席された方々にお礼申し上げたい。

2）　笠松競馬設立の経緯，実態については上掲1）の「3－1．まちづくりと笠松競馬」

　（本学経営学部助教授・梅田守彦氏執筆）参照。同稿によれば，笠松競馬について

　は，笠松町，岐南町のほか岐阜市，大垣市，南濃町，養老町，穂積町，白川町，和

　良村が「笠松競馬場管理組合」を設立し，競馬場施設を賃貸しする形をとっている、

　収益金は，これらの市町村が，賃貸料収入の形で配分を受けることになっていた。

　笠松町は剰余金（収益金）の2／16．5を，岐阜市・大垣市は各々1．5／16．5を受け取

　るというようになっていた。

3）　「実質収支の赤字」が「決算上の赤字」であり，これが一定限度を超えると「起

　債制限団体」に陥って，「準用財政再建団体」に指定されることの詳細と具体例に

　ついては，神野直彦r地方自治体壊滅』（NTT出版，1999年）参照。

4）私も上掲1）の担当部分（「6．総合的・計画的・自立的行政の推進」）で，笠松町

　財政がこのままの形で継続されれば，財源（基金からの取り崩し）がいずれ枯渇

　し，町財政が「ジリ貧に陥る」ことを指摘しておいた。

5）社団法人地域問題研究所は，『羽島郡4町の合併に関する調査研究報告書』（平成

　14年3月）において，少なくとも4町（笠松町，岐南町，柳津町，川島町）の合

　併実現により，町発展の一内容として，笠松町の都市づくり（以前のJR笠松駅設

　置予定地を中心とした）を提言し，その具体的構想を示している。

6）市町村合併においては，様々な地域特性の区別が決定的に大切なこと，例えば都

　市部近郊の市町村合併と中山間地的過疎地域の町村合併とでは，その意義がきわめ

　て異なることについては，佐々木信夫『市町村合併』（ちくま新書，2002年）参照。

7）4町合併による経費節約効果の分析については，岐阜市との合併例も併せて上掲

　5）を参照。

8）　市町村合併による広域行政展開の意義とともに，合併にさいしては同時に狭域行

　政強化も必要となることについては，小西砂千夫『市町村合併ノススメ』（ぎょう

　せい，2002年）で強調されている。
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